
 

 
 
 

TaxFlash | Page 1 of 14 

  TaxFlash Tax Indonesia / 2021年 11月 / 第 20号 

 

新「国税規則調和法」税法案が成立 
 

2021年10月29日に大統領が国税規則調和法案（Harmonisasi Peraturan 

Perpajakan/HPP）に署名したことにより、この法案が法律No.7/2021（HPP法）として

制定されました。 

 

弊社のTaxFlash No. 19/2021, で記載したように、この法律は既存の税法（国税通則

/KUP、所得税、付加価値税/VAT、物品税）にいくつかの変更を加える一方で、自己開

示制度 (Program Pengungkapan Sukarela: Voluntary Disclosure Program/ VDP) 

と炭素税に関する新しい税法を追加しています。 

 

通常通り、特にいくつかの新たな変更点について、さらなるガイダンスとなる後続の施

行規則が発行されるのを待たなければなりません。 

 

HPP法には、いくつかの重要な政策の変更と、いくつかの既存の規則の法的根拠を強

調し、強化するための条項が含まれています。  

 

本号はHPP法のすべての変更点を網羅することを意図したものではありませんが、税

法の各セクションにおける最も重要な変更点を紹介しています。 

 
 

国税通則（KUP）法の変更点 

 

KUP法の変更点は、行政処分、納税者の権利・義務、税務紛争解決プロセスの一部に

関連しています。雇用創出法に続き、納税者の「不正行為」に対する行政処分の変更

は、一般的に納税者にとって好ましいものと考えられます。この変更により、納税者にと

っては確実性が高まる可能性があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 

____________________ 

新「国税規則調和法」税

法案が成立:  

• 国税通則法 P1 

• 所得税法 P3 

• 付加価値税 P5 

• 自己開示制度 P7 

• 炭素税 P11 

• 物品税 P13 

____________________ 

https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2021/taxflash-2021-19-jpn.pdf
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No. 条項 
未払税金の制裁 

KUP法1 HPP法 

1 

税務申告書の未提出、無効な VAT補償、

0%VATの無効な使用、または記帳要件の不遵

守に関連して発行された支払不足税務査定書
(Surat Ketetapan Pajak Kurang 

Bayar/SKPKB)に対する行政処分: 

  

 
a. ある会計年度における所得税の未払い・過

少払い 

50% 

増額 

(MIR*+20%)/12 

最大 24ヶ月 

 
b. 源泉徴収されていない、または源泉徴収不

足の所得税 100% 

増額 

(MIR*+20%)/12 

最大 24ヶ月 

 
c. 源泉徴収されているが、未送金または送金

不足の所得税 

75% 

増額 

 d. 付加価値税の未払い・支払不足 
100% 

増額 

75% 

増額 

2 
納税者からの異議申立が却下または一部承認

された場合の罰金 
50% 30% 

3 
納税者からの控訴が却下または一部承認され

た場合の罰金 
100% 60% 

*MIR: 財務省 （MoF） 金利レート 

 

納税者の権利と義務に関する変更点 

 

1. 納税者番号 

 

HPP法では、今後、納税者番号（Nomor Pokok Wajib Pajak/NPWP）としてインド

ネシアの居住者番号（Nomor Induk Kependudukan）を使用することが規定されて

います。これは、インドネシアの居住者に単一のID番号を導入することを支援する

目的です。 

 

2. 納税者の代理人 

 

現行のKUP法では、納税者は適切な「税務能力」を有する代理人を指名することが

できます。HPP法では、配偶者や2親等以内の血縁または婚姻関係にある家族を

代理人とする場合、能力要件は満たす必要はありません。 

 

3. 自己開示制度 （Pengungkapan Ketidakbenaran) 

 

これは、税務調査開始後に納税者が国税総局(DGT)に「自発的な開示」を行うこと

を扱ったものです。HPP法では、自己開示制度は、現行のKUP法のように税務査

定書（Surat Ketetapan Pajak/SKP）が発行される前ではなく、税務調査指摘事項

通知書（Surat Pemberitahuan Hasil Pemeriksaan/SPHP） が発行される前に行う

ことができます。 

 

4. 他の当事者を納税者・徴収者として任命 

 

HPP法では、DGTが「他の当事者」を納税者・徴収者として任命することができま

す。他の当事者とは、関連する取引において直接「関係」しているか、または「ファシ

 
1 国税通則法 1983年 6号、最新では雇用創出法 2020年 11号により改正されました。 
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リテーター」として行動する者を指します。他の当事者の税務査定、徴収、紛争解

決、行政処分に関わるプロセスは、通常の納税者と同等となります。 

 

他の当事者が電子システム運営者(Penyelenggara Sistem Elektronik) である場

合には、制裁に加えて、（警告の後）「接続の遮断」が行われる可能性があります。

接続遮断後、他の当事者が従えば、接続は正常化します。あるいは、警告を受けた

後、他の当事者が直ちに規則に従えば、遮断は行われません。 

 

税務紛争解決プロセスに関する変更 

 

1. 司法審査プロセスに関する規定 

 

HPP法では、従来のKUP法では規定されていなかった司法審査プロセスに関する

規定が新設されました。新規定では、次のように定めています。 

• 納税者またはDGTが最高裁判所に司法審査を申請した場合、この申請は、

税務裁判所の判決の履行を延期または中止するものではありません。 

• 司法審査の判決の結果として生じた税金の支払不足は、60%の罰則金の対

象となり、DGTが司法審査の判決を受け取ってから2年以内に税務追徴書

（Surat Tagihan Pajak/STP) を通じて徴収されます。 

 

2. 相互協議手続(MAP) 

 

HPP法では、税務裁判所や 司法審査の判決公表時点で MAP プロセスが合意に

達していない場合、DGT は以下のことができると強調しています。 

• 判決の内容が MAP ケースに関係していない場合は、交渉を継続するこ

と。 

• 判決の内容が MAP ケースに関連している場合、MAP 交渉中に判決を採用

するか、交渉の中止を提案すること。 

 
 
 

所得税法の変更点 
 

所得税法の最も重要な変更点は、法人税と個人所得税の税率に関するものですが、

現物支給（BIK /Benefit-in-Kind）、移転価格税制、その他いくつかの分野についても注

目すべき変更点があります。 

 

これらの変更は、2022年度からの適用を目指しています。  

 

所得税の税率変更 

 

1. 個人所得税の税率 

 

HPP法では、最初の課税所得層を5千万ルピアから6千万ルピアに変更し、50億ル

ピア以上の課税所得に対して35%の最高税率を新たに追加しました。これにより、

適用される課税所得層と税率は以下のようになります。 

課税所得 税率* 

≤ 6千万 5% 

> 6千万 - ≤ 2憶5千万 15% 

> 2憶5千万 - ≤ 5億 25% 

> 5億- ≤ 50億 30% 

> 50億 35% 

* これらの税率は、政府規則（GR）によって変更することができます。 
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2. 2022年以降の法人所得税の税率 

 

HPP法では、2022年度から法人税の税率を20％に引き下げるのではなく、22％の

ままとすることを規定しています。これに伴い、法律No.2/2020の第5条1項（b）の規

定が破棄されます。 

 

関連者間取引の移転価格に関する変更点 

 

HPP法の第18条では、政府が納税者による租税回避行為を防止する権限を有してい

ることが説明されています。租税回避行為の例としては、以下のようなものが挙げられ

ます。 

• 実態に基づかず、形式よりも実質を優先する原則に沿っていない取引をすること。 

• 同様の事業を行っている他の納税者の財務実績と比較して、著しく低い利益を計上

すること。 

• 5年以上営業しているにもかかわらず、不合理な損失を計上すること。 

 

上記の後ろ 2 つの箇条書きに該当する企業については、国税総局（DGT） は比較可

能な企業に対してベンチマークを行い、納付すべき税額を算出することができます。 

 

現行法で既に規定されているように、関連者間取引があった場合、政府は課税所得を

算出するために収入と支出の額を再決定する権限を有しています。HPP法では、この

ような状況下で使用できるいくつかの追加的な方法を認めています。すなわち、独立価

格比準法、有形及び無形の資産評価、および事業価値評価です。 

 

また、この説明では、関連者間取引価格と独立企業間価格との差額も配当金とみなさ

れることが強調されています。 

 

HPP法では、特に関連者の基準や関連者間取引における独立企業間原則の実施に

関する政府規則の発行を可能にする、新たな権限が与えられていることも注目に値し

ます。 

 

特定の個人納税者の非課税限度額 

 

HPP法では、源泉分離課税の対象となる特定の総売上高を持つ個人に対して、1会計

年度の非課税総売上高の基準値を5億ルピアとする規定が追加されました。 

 

源泉分離課税 

 

現行の所得税法では、いくつかの金融商品の利息が源泉分離課税の対象となってい

ます。HPP法では、金融市場で取引されている短期証券の利息や割引を源泉分離課

税の対象の一つとして追加しました。 

 

現物支給に関する新規定 

 

現行の所得税法では、ある種の現物支給は従業員にとって非課税である一方、会社に

とっては法人税の控除対象外でした。HPP法ではこの点が撤廃され、以下の限定され

た例外を除き、現物支給は課税対象となりました。 

a. 全従業員に提供される食品と飲料 

b. 特定の地域での現物支給 

c. 仕事を遂行するために必要な現物支給 

d. 地域／州の歳入予算を財源とする現物支給 

e. 一定の基準を満たす特定の種類の現物支給 



TaxFlash | Page 5 of 14 

一方で、これまで損金算入できなかった特定の現物支給（従業員にとって非課税であっ

たため）は、法人税の控除対象として損金算入できるようになります。従業員に課税さ

れない現物支給と法人税の控除対象となる現物支給の種類は、政府規則（GR）によっ

て追って規定されます。 

 

いくつかの種類の税額控除に関する変更点 

 

1. 金融サービス会社の不良債権に対する貸倒引当金 

 

HPP法では、金融サービス会社の不良債権に対する貸倒引当金の損金算入要件

が変更されました。この法律の下では、銀行やその他のローン会社、オプション権を

持つ金融リース会社、消費者金融会社、ファクタリング会社の不良債権に対する貸

倒引当金は、金融庁（Otoritas Jasa Keuangan）との調整を経て、適用される会計

基準に基づいて一定の限度額で計算する必要があります。  

 

2. 恒久的な建物および無形資産の耐用年数 

 

減価償却について、HPP法では、恒久的な建物や無形資産の耐用年数が20年を

超える場合、20年の定額法または納税者の帳簿に基づく実際の耐用年数を用いて

減価償却を行うことができると規定されています。 

 

3. 利息控除の制限方法の拡大 

 

現行法では、利息控除を制限する方法として、負債資本比率法が用いられていま

す。HPP法では、EBITDA（利払い前、税引き前、減価償却、その他償却前利益）に

対する比率など、国際的に一般に使用されている方法に拡大されます。 

 
 

付加価値税の変更点 
 

HPP法では、数十年前から導入されている基本的な特徴を含むVAT規則が大幅に変

更されました。この変更には、VATの税率や、いくつかの非課税対象物のステータスが

含まれます。新しいVAT規定は、2022年4月1日から有効となります。 

 

VAT税率の変更 

 

HPP法では、VATの税率が10％から以下のように引き上げられます。 

• 11% ‒ 2022年4月1日より 

• 12% ‒ 2025年1月1日より 

 

いくつかのVAT非課税対象物のステータスの変更点 

 

前述の通り、HPP法は現行法上のいくつかのVAT非課税対象物のステータスを変更し

ます。あるものはVAT課税対象物となり、あるものは一定の要件を満たせばVAT非課

税対象物のままとなり、あるものはVAT課税対象物となりますが、戦略的財・サービス

としての免除措置が設けられます。また、いくつかの財・サービスは、戦略的財・サービ

スのカテゴリーから除外されます。 

 

以下は、現在VAT非課税対象の財/サービスで、今後、 

1. VAT課税対象となるもの

• 産地から直接採取した採掘・掘削製

品。 

• 郵便サービス 

• 政府の外貨準備用以外の金塊 

• 広告を伴わない放送サービス 

• 公衆電話サービス 

• 郵便サービスによる送金 



 

 
 
 

TaxFlash | Page 6 of 14 

Tax Indonesia / September 2021 / No. 18 

 
 

2. VAT非課税対象の財/サービスのままだが、一定の新しい要件があるもの 

• 地方税の対象となるホテル・レストラン等で提供される食品・飲料。 

• 地方税の対象となるホテル、駐車場、ケータリング、芸術、娯楽サービス。 

• 政府が提供するサービスで、他の者が提供できないもの。  

 
 

3. VAT課税対象の戦略的財・サービスになるが、免除優遇措置があるもの

• 国民のニーズが高い基本的な必需

品 

• 国民健康保険プログラムに基づく医

療サービス 

• 金融サービス 

• 保険サービス 

• 教育サービス 

• 営利を目的としない社会サービス 

• 公共交通機関サービス 

• 労働サービス 

 

 
 

 

戦略的財・サービスの目的範囲の変更点 

 

HPP法では、戦略的財・サービスから以下のようなカテゴリーが削除されました。 

• 低所得世帯向けの安価な住宅 

• 浄水 

• 電力  

 

また、HPP法では戦略的財・サービスの範疇に産業の下流域や非自然災害時に必要

な財・サービスが追加されています。 

 
 

インプットVATの控除に関する変更点 

 

HPP法では、インプットVATの控除について、以下のような確認と変更が行われていま

す。 

• VATの課税基準として「その他の価値」の方法を用いて財・サービスを取得した場

合のインプットVATは、買い手が控除できることの確認。 

• セダンやステーションワゴン（取引やレンタル用ではない）などの自動車を購入した

際に発生するインプットVATは、控除対象外のインプットVATのリストから削除。 

• VAT課税事業者（Pengusaha Kena Pajak/PKP）が、VAT課税対象の納品とVAT

課税対象外の納品の両方を行っている場合のインプットVATの控除に関する詳細。 

 
 

特定の売上高閾値および特定の事業分野を有するPKPのVAT処理 

 

現行のVAT法では、特定の売上高閾値に該当するPKPおよび特定の事業分野のPKP

は、インプットVATの計算に計算規範を用いなければなりません。この規定は、HPP法

では削除されています。HPP法では、代わりに、これらのカテゴリーのPKPは、MoFが

定めた金額に基づいてアウトプットVATを徴収し、支払うことができると規定していま

す。このスキームの下でのインプットVATは、販売者が控除することはできません。
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自己開示制度 （Voluntary Disclosure Programme） 
 

自己開示制度（VDP）は、基本的には、従来の租税特赦制度（以下、TA：Tax 

Amnesty）プログラムの延長・拡大版です。 

 

HPP法では、2つのVDP制度があります。1つ目（以下、「VDP I」）は、2016-2017年の

TA制度に参加していた納税者に適用されます。VDP Iは、以前のTAプログラムと同じ

資産取得期間を対象としています。2つ目（以下、「VDP II」）は、個人のみに適用され、

前回のTAプログラム終了後から2020年までの資産取得を対象としています。 

 
VDP I 
 

対象範囲 

 

VDP Iは、2022年1月1日から6月30日までの期間に実施されます。前述の通り、この

制度は、前回のTA制度に参加した納税者を対象としています。この制度は、前回のTA

制度に参加した納税者が、1985年1月1日から2015年12月31日までに取得した資産

のうち、TA制度で開示されなかった資産を開示する機会を提供するものです。 

 

税率 

 

新たに開示された資産は所得とみなされ、以下の割合で純資産額に基づいて源泉分

離課税が課されます。 

 

 

税率 

 
 

タイプ 

源泉

分離

課税 

再投資・送還ができない 

支払不足税務

査定書

（SKPKB）の発

行により評価さ

れる 

納税者による自

己納付 

インドネシアに所在し、適格投資に投資

されている資産の申告 
6% 4.5% 3% 

インドネシアに所在するが、適格投資に

投資されていない資産の申告 
8%   

インドネシア国外に所在する資産の申

告で、次の場合 

1. インドネシアに送還された 

2. 適格投資に投資されている 

6% 

• 再投資できな

い: 4.5% 

• 両方できない: 

7.5% 

• 再投資できない
: 3% 

• 両方できない: 

6% 

インドネシア国外に所在する資産の申

告で、次の場合 

1. インドネシアに送還された 

2. 適格投資に投資されていない 

8% 
送還ができない: 

5.5% 

送還ができない: 

4% 

インドネシア国外に所在し、インドネシ

アに送還されていない資産の申告 
11%   

 

資産の送還と投資 

 

申告する資産は、国内・海外を問わず、どのような形でも申告することができます。ただ

し、特定の適格投資対象に投資した場合や、海外資産をインドネシアに本国送還した

場合には、低い税率が適用される可能性があります。 

軽減税率の適用を受けるために、海外資産をインドネシアに本国送還する期限は2022

年9月30日までです。 

 

軽減税率の適用対象となる投資は以下の通りです。 

a. インドネシアにおける天然資源の加工（例：金鉱石から純金への加工）、ま

たは再生可能エネルギー（例：太陽エネルギー）の事業活動 



TaxFlash | Page 8 of 14 

b. 国債（Surat Berharga Negara/SBN)  

 

これらの適格投資は遅くとも2023年9月30日までに行われ、投資日から最低5年間保

持されなければなりません。 

 

所定の期間内に海外資産を本国に送還しなかった場合、または適格投資先に投資し

なかった場合は、2022年度の源泉分離課税が上表の税率で追徴されます。 

 

使用される資産価値 

 

資産申告書（Surat Pemberitahuan Pengungkapan Harta/SPPH）で使用する純資

産額は以下の通りです。 

a. 現金または現金同等物の名目価値 

b. 以下の資産の公示価格 

• 土地、建物、自動車の税務上の売却価格 

• 金および銀のAntamレート 

• インドネシア証券取引所の上場株式・新株予約権の株価指数 

• PT Penilai Harga Efek IndonesiaのSBN、負債証券、コーポレートの債券

(Sukuk)のインデックス 

上記の前年度末時点のもの 

c. (b)の基準価格が入手できない場合は、公的鑑定人による評価額 

 

手続 

 

申請する納税者は、SPPHに以下の書類を添付して提出する必要があります。 

a. 納税証明書 

b. 資産と負債のリスト、および 

c. 資産の本国送還または適格投資先への再投資に関する声明書（該当する場

合） 

 

国税総局（DGT）は、納税者がSPPHを提出した時点で承認を書面（Surat 

Keterangan/SK）で発行します。SKは、国税総局（DGT）による審査の結果、申告内容

と実際の状況との間に不一致があった場合、修正または取り消されることがあります。 

 

優遇措置 

 

SKを取得した納税者には、以下の優遇措置が適用されます。 

a. 納税者はTA法第18条3項に基づく行政処分（例：200％の罰則金）を受けな

い。 

b. SPPHで申告したデータや情報は、税務犯罪調査や刑事訴追の根拠として使用

されない。 
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VDP II 
 

対象範囲  

 

VDP IIは、2022年1月1日から6月30日までの期間に実施されます。VDP IIは個人納

税者のみが対象で、2016年1月1日から2020年12月31日までに取得した資産のうち、

2020年の年次所得税申告書（AITR）で開示されておらず、2020年度末時点で納税者

がまだ所有している資産にのみ関連します。 

 

対象者と要件 

 

VDP IIは、すべての個人納税者が対象となりますが、以下の手続き中の納税者を除き

ます。 

a. 2016年度から2020年度までの税犯罪の予備的証拠に関する税務調査 

b. 税務犯罪に対する税務犯罪調査、裁判手続、刑事処分 

 

さらに、申請する納税者は以下の条件を満たす必要があります。 

a. 納税者番号を所有する。 

b. VDP IIプログラムで源泉分離課税を支払っている。 

c. 修正後の2020年分の所得税申告書を提出する。 

d. 税金に関する以下の進行中の法的手続の全てを取り消す。 

1) 税金の還付 

2) 税金の修正 

3) 行政処分の軽減または取り消し 

4) 誤ったSKPの軽減または取り消し 

 

5) 誤ったSTPの軽減または取り消し 

6) 税務異議申立 

7) 税務控訴 

8) 訴訟 

9) 司法審査

 

税率 

 

新たに開示された資産は収入とみなされ、以下の割合で純資産価値に基づく源泉分離

課税が課されます。 

 

 

税率 

 
 

タイプ 

最終

税金 

再投資・送還ができない 

支払不足税務査定

書（SKPKB）の発

行により評価される 

納税者による自

己納付 

インドネシアに所在し、適格投資に投

資されている資産の申告 
12% 4.5% 3% 

インドネシアに所在するが、適格投資

に投資されていない資産の申告 
14%   

インドネシア国外に所在する資産の

申告で、次の場合 

1. インドネシアに送還された 

2. 適格投資に投資されている 

12% 

• 再投資できない: 

4.5% 

• 両方できない: 

8.5% 

• 再投資できない
: 3% 

• 両方できない: 

7% 

インドネシア国外に所在する資産の

申告で、次の場合 

1. インドネシアに送還された 

2. 適格投資に投資されていない 

14% 
送還できない: 

6.5% 

送還できない: 

5% 
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インドネシア国外に所在し、インドネ

シアに送還されていない資産の申告 
18%   

 
 

資産の送還と投資 

 

海外資産を本国に送還させ、適格な投資先に預ける期限は、VDP Iと同じで、それぞれ

2022年9月30日と2023年9月30日となっています。また、適格投資に必要な保有期間

は、投資日から5年間です。低税率が適用される適格投資の種類もVDP Iと同じです。 

 

ただし、資産の本国送還や適格投資を行わなかった場合に適用される最終的な税率

は、上記の表「VDP II - 税率」に記載されている通り、若干異なります。 

 

使用される資産価値 

 

SPPHで使用する純資産額は以下の通りです。 

a. 現金または現金同等物の名目価値 

b. その他の資産の取得価額 

 

手続 

 

参加する納税者は、SPPHに以下の書類を添付して提出する必要があります。 

a. 納税証明書 

b. 資産と負債のリスト 

c. 資産の本国送還、適格な投資先への再投資、または税金に関する進行中の法

的手続の取り消し（該当する場合）に関する声明書 

 

国税総局（DGT）は、納税者がSPPHを提出した時点でSKを発行します。SKは、国税

総局（DGT）による審査の結果、申告内容と実際の状況との間に不一致があった場

合、修正または取り消されることがあります。 

 

優遇措置 

 

SKを取得した納税者には、以下の優遇措置が適用されます。 

a. 2016年から2020年の会計年度については、SPPHに開示されていない資産に

関する新たなデータや情報がない限り、税務調査は行われない。 

b. SPPHで申告したデータや情報は、税務犯罪調査や刑事訴追の根拠として使用

されない。 

 

上記(a)の未公開資産は、2022年度の所得とみなされ、KUP法第13条(2)に基づき、

30%の源泉分離課税と行政処分が課せられ、SKPKBを通じて徴収されます。 

 

制限事項 

 

本法の施行後に提出された2016年度から2020年度までの年次所得税申告書の修正

は、提出されていないものとみなされます。 

 

個人納税者が2020年の年次所得税申告書を提出していない場合。 

a. 本法施行前に提出された2020年以前の最新の年次所得税申告書に計上されて

いる資産に加えて、2020年の所得から得られた資産を申告することができ

る。 

b. 上記以外の資産は、SPPHを用いて本VDPⅡで申告する必要がある。 
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炭素税 
 

炭素税は、HPP法に導入された新しい規定で、2022年4月1日から適用される予定で

す。 

 

課税対象 

 

炭素税は、環境に悪影響を与える「炭素排出量」に対して課税されます。炭素税の対象

となる「炭素排出量」は、政府規則（GR）を発行することで（年間国家予算案の中で国

会と合意した後に）追加・拡大することができます。このため、炭素税の対象範囲を毎

年見直すことができるかどうかが問題となります。  

 

しかし、炭素税を導入する際には、以下の2つの「マクロ」要因を考慮しなければなりま

せん。 

a. 以下を含む炭素税の「ロードマップ」

• 炭素排出削減戦略 

• ターゲットとなる優先的な産業・セクター 

• 新エネルギーおよび再生可能エネルギー開発プログラムとの整合性 

• 他の様々な政策との調整 

 

b. 炭素市場ロードマップそのもの 

 

課税対象者 

 

炭素を含む商品を購入したり、一定期間に一定レベルの炭素を排出する活動を行う個

人や企業が、炭素税の課税対象者となります。 

 

HPP法では、炭素税の課税対象者は、炭素購入者と炭素排出者のいずれかになると

広く規定されていますが、政府規則（GR） で明確化される予定です（国会での合意を

前提としています）。ここでは、最初の課税対象を電力会社（すなわち、炭素排出者）と

しています。また、法人（個人ではなく）を課税対象として優先することを強調していま

す。 

 

税率と課税対象となる事象 

 

炭素税の税率は、少なくとも国内炭素市場における1キロ当たりの二酸化炭素換算

（CO2e）価格とします。 

 

ただし、HPP法に基づき、上記の税率は二酸化炭素換算（CO2e）の1kgあたり30ルピ

アを下回ってはなりません。この基本レートは、MoF規則を発行することで見直すこと

もできます（国会での協議後）。 

 

つまり、インドネシアに炭素市場が設立されれば、炭素税の税率は市場価格に従うこ

とになりますが、二酸化炭素換算（CO2e）1kgあたり30ルピア（現在の最低価格）を最

低基準とすることになります。 

 

炭素税が課せられるのは以下の時点です。 

a) 炭素を含む商品の購入時 

b) 炭素を排出する活動が行われた各暦年の年末（すなわち、12月） 

c) 政府規則（GR）が決定したその他の時点 
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実施マイルストーン 

 

炭素税の課税は、以下のマイルストーンに沿って段階的に実施されます。 

 

2021 炭素取引メカニズムの開発。 

2022 – 2024 

石炭火力発電所プロジェクトに対する「キャップ＆タックス」の仕組み

による炭素税の課税。そのようなプロジェクトが、政府・関連省庁によ

って決定された炭素制限・上限を超える炭素排出を行う場合、そのよ

うな「超過」に対して炭素税が課されます。 

 

このマイルストーンで適用される「キャップ＆タックス」の仕組みが、

キャップの対象となる生産者間の炭素「トレード」を可能にする「キャ

ップ＆トレード」の仕組みと併用されるかどうかは明らかではありませ

ん（下記参照）。 

 

この分野の動向、特に石炭火力発電事業やPLN（国営電力会社）へ

の影響を注視する必要があります。 

2025 以降 
（段階的な）炭素取引の完全実施と炭素課税の拡大は、関連部門の

準備状況、経済状況、適用規模に応じて行われます。 

 
 

カーボン 「オフセット」 
 

環境分野の法令に基づき、炭素排出の取引やオフセット、その他の仕組みに参加した

納税者には、以下が認められます。 

• 炭素税の軽減 

• 炭素税の納税義務を履行するためのその他の特典 

 

これは、取引やオフセットによって炭素税の義務を軽減することが認められている国際

的なアプローチに従ったものと思われます。一方で、取引やオフセットの仕組みは、代

わりに炭素税の義務を増加させる（つまり、需要に応じて炭素税の税率を増加させる）

ことができます。この「アメとムチ」の仕組みは、インドネシアが気候変動に関するパリ

協定の下での約束を果たすことを目的としています。 

 
 

発効日 

 

炭素税の導入は、市場の準備状況に応じて段階的に行われ、最も早い段階では石炭

火力電力会社に対して2022年4月1日に導入されます（上記参照）。 

 
 

施行規則 

 

ロードマップ政策、課税対象、課税事象、気候変動問題に対する炭素税収入の配分な

どをさらに規定するために政府規則（GR）が発行されます。 

 

MoF規則は、炭素税の義務を果たすために、関連する炭素税削減のための税率、課

税ベース、行政の仕組み、および手続を規定します。 
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物品税の変更点 
 

HPP法では、物品税法に関するいくつかの変更が行われ、HPP法の施行日から適用

されます。 

 

最も重要な点は、HPP法では、電子たばこが物品税の対象となるたばこ製品の一つと

して追加されていることです。また、将来の対象物品の種類の追加・削減については、

国家歳入・歳出予算案の作成時に議論・合意された後、政府規則（GR）によって規制

されることが規定されています。 

 

また、HPP法は、許可、物品の放出、包装されていない物品、犯罪行為に由来する物

品、物品税テープの売買に関する違反について、進行中の紛争プロセスを停止する手

段を提供しています。紛争プロセスの段階に応じて、以下のように意味合いが異なりま

す。  

• 違反行為がまだ審査過程にある場合、納税者が支払うべき物品価格の3倍の行政

処分を支払えば、その事件は調査過程に移行しません。 

• 違反行為がすでに調査過程にある場合、納税者が本来支払うべき物品価格の4倍

の行政処分を支払えば、司法長官は調査過程を終了させることができます（これま

では、納税者は未払い・過払いの物品税に加えて4倍のペナルティを支払わなけれ

ばなりませんでした）。 

 

どちらの状況でも、違反に関連する物品は国によって没収され、その他の関連商品も

国によって没収される可能性があります。 
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